
１　総括
（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（3）特記事項

なし

（4）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

22年度

　３　平成17年4月1日から平成24年3月31日までの間は給料月額について5％の減額措置を実施しています。

人　

176

千円　

※人件費には特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

人　

　（注） １　職員手当には退職手当を含みません。

28,610 8,694,902

　　　　　　％

194,252 1,732,469

1,047,184

住民基本台帳人口

（22年度末）

　　日出町職員の給与・定員管理等について

実 質 収 支 （参考）

Ｂ／Ａ　 21年度の人件費率Ｂ　

人 件 費 率人 件 費

　　　　　　　　　　　％

一人当たり
給与費B/A

(参考)類似団体
平均１人当たり給

与費

区 分 歳 出 額

Ａ　

千円　

Ａ

269,999

19.8

千円　

87,213

19.9

千円

給　　　　与　　　　費

　２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。

5,950

区 分

689,972

千円
22年度

職員数

給　 料 職員手当

千円 千円 千円 千円

5,832

期末・勤勉手当 計　　Ｂ

(H23)

101.1

105
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２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

424,600

1号級の
給料月額

243,700 309,200 356,400 390,100 402,500

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600

２級 ３級 ４級 ５級 ６級区　　分 １級

最高号給の
給料月額

７級

458,400

366,200

（注） １ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

       ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

(H18)

96.9
(H18)

95.0 (H18)

93.5

(H23)

101.1

(H23)

97.0 
(H23)

95.3

90

95

100

105

日出町 類似団体平均 全国町平均
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

①一般行政職

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

②技能労務職

※職員数が1人の職種については、個人が特定されることから給与額等の公表は差し控えます。 

③教育職

円 円333,761

区分

国

類似団体

327,205

324,842

42.3歳

42.9歳

日出町

日出町

大分県

区分 平均年齢 職員数

うち清掃職員

39.3歳 313,186

422,074

386,345

349,166

平均給与月額

－

392,010

区分 平均年齢

平均年齢

42.7歳

43.9歳 377,980

397,723

357,132

平均給与月額
　(国ベース)

366,319

平均給料月額

336,111

平均給料月額 平均給与月額

平均給料月額
平均給与額
(A)

平均給与月額
(国ﾍﾞｰｽ)

日出町 54.6歳 10人 385,292円 402,972円 399,378円

56.7歳 2人 398,763円 415,463円 415,463円

うち学校給食員 53.4歳 5人 378,784円 389,008円 386,944円

うち自動車運転手 53.5歳 2人 379,668円 462,510円 411,368円

うちその他 58.6歳 1人 ― ― ―

大分県 50.6歳 366人 364,764円 404,681円 383,167円

国 49.5歳 3,689人 283,862円 － 321,662円

類似団体 48.7歳 15人 290,487円 318,629円 307,572円
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円 円

円 円

円 円

（2）職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

　　

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

332,091

404,555

333,761

（注）平成17年4月1日から平成24年3月31日までの間は給料月額について5％の減額措置を実施しています。

（注）１「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

国

172,200

140,100

―

178,800

140,100

初任給 初任給

（注）日出町においては、平成17年4月1日から平成24年3月31日までの間は上記金額から5％の額を減額しています。

一般行政職

中　学　卒

169,860

137,275

137,275

128,820

高　校　卒

類似団体

144,500

技能労務職

日出町 大分県

―

初任給

443,424

306,945

大　学　卒

―

― ―

―

大分県

日出町

41.4歳

46.6歳

区　　　　分

39.3歳 313,186

高　校　卒

147,915

      ２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

教育職
大　学　卒 169,860 ―

短　大　卒
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（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

    

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1）一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）１　日出町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

40人

9人 6.0%

18.1%主査

5　級

2　級

266,855

主任

3　級 27人

一般行政職

区　　　　分

――
技能労務職

高　校　卒

―

279,015

331,693

構成比

8.7%

中　学　卒 ―

13人

4　級 11人

337,440

363,058

1　級 主事・技師

―

―

経 験 年 数 ２ ０ 年経 験 年 数 １ ５ 年

（注）平成17年4月1日から平成24年3月31日までの間は給料月額について5％の減額措置を実施しています。

―

6　級

4人課長等

区　分 標準的な職務内容

大　学　卒

高　校　卒

経 験 年 数 １ ０ 年

26.8%課長補佐等

45人 30.2%課長等

100.0%

2.7%

7.4%係長等

職員数

計

7　級

149人

教育職
大　学　卒 243,390 ― ―

短　大　卒 ― 313,880 352,735
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（2）昇給への勤務成績の反映状況

勤務評定が確立するまで、未実施とします。

1級, 8.7% 1級, 9.5%

2級, 6.0% 2級, 4.8%

2級, 6.6%

3級, 18.1% 3級, 19.7%

3級, 18.5%

4級, 7.4% 4級, 5.4%

4級, 9.3%

5級, 26.8% 5級, 28.6%
29.1%

6級, 30.2% 6級, 29.3%
6級, 27.8%

7級, 2.7% 7級, 2.7%
7級, 7.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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５　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

　　　　　期末手当 勤勉手当 　　　　　期末手当 勤勉手当 　　　　期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

病気休暇や休職などの実績を支給額に反映させています。

現在のところ成績率には差を設けず、一律に支給しています。

（2）退職手当（平成２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分59.28

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
・役職加算　　5～20％
・管理職加算　10％

国

1.35

1.45 0.65

１人当たり平均支給額（22年度）

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
・役職加算　　5～20％
・管理職加算　10～25％

―

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
・役職加算　　5～15％
・管理職加算　なし

1,592千円

１人当たり平均支給額（22年度）

1,640千円

(   )

59.28

33.50

0.65

2.60

(   ) 1.45

定年前早期退職特例措置

47.50

日 出 町 国

30.5523.50

59.28

59.28

大分県

2.60 1.35

日出町

59.28

定年前早期退職特例措置

23.50

1.35

41.3441.34

（支給率）　　　　自己都合　　勧奨・定年

47.50

59.28

30.55

（支給率）　　　　自己都合　  　勧奨・定年

33.50

2.60
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１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均支給額です。

（3）特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

（4）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（退職時特別昇給　　　　　　　無し）

定年前早期退職特例措置
2％～20％加算

その他の加算措置

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算）

9.0

1

26,011

左記職員に対する支給単価手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

696

43,500

主な支給対象職員 主な支給対象業務

賦課3,000円/月、徴収5,000円/月税の賦課徴収事務従事者

支給実績（21年度決算） 32,990

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置

2％～20％加算

手当の種類（手当数）

支給実績（22年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

税務手当 税の賦課徴収業務

175

30,731

187
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（5）その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円477,600千円

8,703

配偶者　13,000円
配偶者以外の子等　1人につき6,500
円）
16～22歳までの子　5,000円加算
配偶者なしの1人　11,000円

持家　新築6年まで4,500円
その他3,000円
借家等　家賃23,000円以下の場合
家賃-12,000円
家賃23,000円以上の場合
（家賃-23,000円）×1/2+11,000円
最高支給額27,000円

内容及び支給単価

住居手当

手　当　名

扶養手当

通勤手当

千円

59,204

同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（22年度決算）

持家　新築5
年まで2,500
円のみ
借家等は同
じ

千円

平均支給年額

23,234

異

役職により
多種あり

交通機関利用等職員
運賃相当額（最高限度額50,000円）
自動車等使用職員
距離に応じて3,000円～9,200円（1ｋｍ
以上で支給）

（22年度決算）

千円

247,170

13,428

-

自動車等使
用職員2,000
円～24,500
円（2ｋm以上
で支給）

異

国の制度
との異同

異

支給職員１人当たり

131,647

9,552

７級課長　　　　　　    41,000円
７級以外の課長等  　38,000円
参事　　　　　　         34,000円
課長補佐級館長    　32,000円

管理職手当
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６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

（算定方式） （１期の手当額） (支払時期)

給料月額×500/100×勤務年数 円 任期毎

給料月額×290/100×勤務年数 円 任期毎

※　給料、報酬については平成24年3月31日までの間カッコ内の金額から減額支給。

町 長

区　　　分

副 町 長

16,820,000

7,760,400

議 長

退
職
手
当

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
勤めた場合における退職手当の見込額である。

76,700円

311,500円

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

909,000円

750,000円(669,000)

(841,000)町　　長 740,080

副 町 長

給　　料　　月　　額　　等

499,000円 227,000円

615,480

3.35

331,000

322,000

2.95

副 議 長

報
酬

副 議 長

期
末
手
当

議 長

町 長

430,000円 182,000円

（22年度支給割合）

157,000円400,000円

月分

月分

議 員

388,000

3.35

3.35

副 町 長

2.95

議 員

（22年度支給割合）
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７　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

契約検査業務移行のため

観光施設の運営開始による

議会

一
般
行
政
部
門

計 138 140

7

県からの職員派遣期間終了のため

下 水

総務

税務

農林

商工

土木

衛生

小　計

国 保

10

1

△ 17

5

10

そ の 他 2

教育部門

小　計

△ 1

2

27

38

民生

7

5

20

16

2

1

0

1

0

△ 1

16

46

8

212 1

0

39 1

39

5

35

211

△ 1

△ 2

10 0

2 0

33

0

3

対前年
増減数平成２２年

47

3

18

介 護

平成２３年

職 員 数

9

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　門

水 道

38

普
通
会
計
部
門

6

16

15

政策推進課新設し事務事業見直し

主な増減理由

国保会計事務業務効率化による

契約検査室新設

管理栄養士増員による26

　　　　　　区　　分

　部　　門

幼稚園教諭増員のため
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（注）１　職員数は一般職に属する職員数で、[     ]内は、条例定数の合計です。

（2）年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

60以上 計

212人25人 19人 0人

212 1211

[247］ [   0   ］

21人 15人 31人 33人

20未満

[247］
合　　計

職員数

44-47歳 48-51歳40-43歳

22人0人 4人 17人 25人

区分 52-55歳 56-59歳20-23歳 24-27歳 28-31歳 32-35歳 36-39歳

0.0%

4.0%

8.0%

12.0%

16.0%

20.0%

20未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60以上

構成比

５年前の構成比
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(3) 職員数の推移

（各年４月１日現在）

211

181 181

35

216 214

35

▲ 4

176

33 32 35

39

▲ 2

消 防

普 通 会 計 計

公営企業等会計計

総 合 計

178 176

210 211

教 育 42 43 45

(▲5.7%)

(▲1.9%)

33

212

1

▲ 3

▲ 2

140

39

179

139 138

　　　　　　　　　区　　分

部　門　別

一 般 行 政

(▲1.1%)

１８年 １９年 ２０年

137 138

38

133

過去5年間の

増減数（率）

(0.7%)

(▲7.1%)

２１年 ２２年 ２３年
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